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　令和５年度決算額 （単位：円）　　

総事業費 臨時交付金
充当額

国庫補助額 その他
（一般財源や
補助対象外

経費等）

1
令和5年度鹿嶋市価格高
騰緊急支援給付金【低所
得者世帯給付金】

生活福祉課

①コロナ禍において物価高騰等に直面している低所得世
帯の経済的負担の軽減を図る。
②住民税非課税世帯に対する給付金
③R5年度住民税非課税世帯（6,900＋25世帯）

R5.5 R6.3  207,000,000  207,000,000 

R5年度住民税非課税世帯　＠3万円/世帯
　・補助金（3万円×6,900世帯）　207,000千円

個人住民税非課税世帯に対し迅速に給付金を支
給することで，当該世帯の負担軽減に繋がった。

2
令和5年度鹿嶋市価格高
騰緊急支援給付金（事務
費）

生活福祉課

①コロナ禍において物価高騰等に直面している低所得世
帯の経済的負担の軽減を図る。
②住民税非課税世帯に対する給付金に係る事務経費等
③R5年度住民税非課税世帯（6,900＋25世帯）

R5.5 R6.3  6,918,888  6,918,888 

R5年度住民税非課税世帯　@3万円/世帯
（6,900世帯）
　・事務費　6,918,888円
　　　職員手当　324,176円
　　　　…時間外勤務手当等（給付金事務に係るも
の）
　　　消耗品費　88,432円
　　　通信運搬費　1,100,310円
　　　手数料　622,380円
　　　委託料　2,415,697円
　　　電算機借上料　277,200円
　　　システム使用料　2,090,693円

一部事務を委託することにより，申請から受付，住
民対応，支給までの作業を迅速かつ適切に実施
することができた。

3 プレミアム付商品券事業 商工観光課

①コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けて
いる市民と，同じくコロナ禍で消費が落ち込み経営に大き
な影響を受けている市内事業者を支援する。さらに，アフ
ターコロナを見据え，市内事業者のデジタル化を推進す
る。
②プレミアム付商品券（紙と電子併用）の発行に係る経費
③鹿嶋市民及び市内事業者

R5.7 R6.3  53,796,567  35,797,000  17,999,567 

53,796,567円（プレミアム分23,400,000円＋発行
事務委託費30,396,567円）
・販売数：26,000（計画26,000）セット（1セット
5,000円で販売）
・市内地域消費額：155,639千円（計画は156,000
千円，使用率99.8%）

1万人以上の市民に商品券を購入・使用してもらう
ことで、多くの市民の生活支援に繋がったとともに、
総額約156,000千円分の地域消費を生むことによ
り、市内事業者の支援にも繋がった。
また、これまでの紙商品券では細かい効果検証が
困難であったが、発行する商品券の大半をデジタ
ル商品券としたことで、いつ、どのくらい売上があっ
たというデータが取扱店でも把握できるようになった
ため、そのデータに基づいて新たな販促方法を検
討できるようになるなど、市内事業者のDX化にも寄
与できた。

4 学校給食賄材料費 給食センター

①コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受け
ている子育て世帯の負担軽減のため，高騰する食材費の
増額分の負担を支援し，給食費の保護者負担を軽減す
る。
②学校給食賄い材料費（教職員は除く）
③保護者（鹿嶋市）

R5.4 R6.3  36,049,496  33,000,000  3,049,496 

１日あたりの予定金額250円
実績１日あたりの金額291円　∴41円の増
　41円×1日の提供数4,486人×給食回数196回
＝36,049,496円

子育て世代である，市立幼稚園・小中学校，市内
県立附属中学校保護者の経済負担軽減に寄与す
ることができた。

5
準要保護児童生徒援助
費（給食費）

総務就学課

①準要保護児童生徒の就学援助として給食費を支援す
ることで，コロナ禍における物価高騰の影響を受ける子育
て世帯の負担を軽減する。
②就学援助費
③準要保護児童生徒の保護者

R5.4 R6.3  15,374,700  15,374,700 

給食費の免除
　小学校：8,327,600円　（190人）
　中学校：7,047,100円　（141人）

合計　15,374,700円

準要保護児童生徒の保護者に就学援助として給
食費の免除を行うことで、子育て世帯の負担の軽
減につながった。

6
第３子以降給食費無償化
事業

総務就学課

①コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受け
ている子育て世帯のうち，多子世帯の負担はより大きいと
思われる。そこで，小中学校に在籍する子を3人以上養
育している世帯に対し，第３子以降の学校給食費を支援
することで，コロナ禍における物価高騰の影響を受ける子
育て世帯の負担を軽減する。
②学校給食費
③小中学校に在籍する子を3人以上養育している世帯

R5.4 R6.3  8,887,200  8,887,200 

学校給食費の免除
　小学校：8,835,500円　（190人）
　中学校：51,700円　　　（１人）

合計　8,887,200円

給食費負担を軽減することで、物価高騰の影響を
受ける多子世帯の小中学生をもつ保護者の負担
を軽減することができた。

7
第３子以降学校給食費免
除事業（幼稚園）

幼児教育課

①多子世帯に対し第3子の給食費を支援することで，コロ
ナ禍における物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負
担を軽減する。
②幼稚園における第３子の学校給食センター経費の賄材
料費
③公立幼稚園に通う子どものうち，小学校3年生までの範
囲内に子どもが３人以上いる家庭の3番目以降の児童

R5.4 R6.3  710,400  710,400 

公立幼稚園4施設270件（延べ件数）　710,400円 多子世帯に対し第3子の給食費を支援することでコ
ロナ禍における物価高騰の影響を受ける子育て世
帯の負担が軽減された。
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8
第３子以降公立保育所等
給食費減免事業（１号）

幼児教育課

①多子世帯に対し第3子の給食費を支援することで，コロ
ナ禍における物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負
担を軽減する。
②公立保育所等における第３子の保育園給食経費の賄
材料費
③公立保育所等に通う1号認定子どものうち，小学校3年
生までの範囲内に子どもが３人以上いる家庭の3番目以
降の児童

R5.4 R6.3  279,100  279,100 

公立認定こども園1施設99件（延べ件数）　
279,100円

多子世帯に対し第3子の給食費を支援することでコ
ロナ禍における物価高騰の影響を受ける子育て世
帯の負担が軽減された。

9
第３子以降公立保育所等
給食費減免事業（２号）

幼児教育課

①多子世帯に対し第3子の給食費を支援することで，コロ
ナ禍における物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負
担を軽減する。
②公立保育所等における第３子の保育園給食経費の賄
材料費
③公立保育所等に通う1号認定子どものうち，小学校3年
生までの範囲内に子どもが３人以上いる家庭の3番目以
降の児童

R5.4 R6.3  1,316,800  1,316,800 

公立保育施設4施設323件（延べ件数）　
1,316,800円

多子世帯に対し第3子の給食費を支援することでコ
ロナ禍における物価高騰の影響を受ける子育て世
帯の負担が軽減された。

10
公立保育施設給食費等
支援

幼児教育課

①高騰する給食賄材料費の増額分を補てんし給食費を
維持するすることで，コロナ禍における物価高騰の影響を
受ける公立保育所等へ通園している子育ての世帯の生
活を支援する。
②公立保育所等において子育て世帯への支援補填分と
して保育園給食経費の賄材料費
③１号及び２・３号認定子どもを持つ保護者（鹿嶋市）

R5.4 R6.3  2,143,500  2,143,500 

公立保育施設4施設4,287人（延べ人数）×500
円＝2,143,500円

公立保育所等に通う子ども4,287人（延べ人数）の
給食費等の引き上げを抑えるため，各施設に対し
て増額分を支援することで，子育て世帯の負担軽
減が図られた。

11
民間保育施設給食費等
支援金

幼児教育課

①物価高騰の影響を受けている保育施設の給食関係費
用を補てんし，給食費負担額を維持することで，コロナ禍
における物価高騰の影響を受ける民間保育所等へ通園
している子育て世帯の生活を支援する。
②民間保育所等において徴収される給食費等の増額補
填分として，保育所等に対する補助金
③１号及び２・３号認定子どもを持つ保護者（民間保育所
等）

R5.4 R6.3  9,180,300  9,180,300 

私立保育施設21施設19,487人（延べ人数）　
9,180,300円

民間保育所等に通う子どもの給食費等の引き上げ
を抑えるため，各施設に対して増額分を支援するこ
とで，子育て世帯の負担の軽減が図られた。

12
第３子以降給食費減免事
業（私立）

幼児教育課

①多子世帯に対し第3子の給食費を支援することで，コロ
ナ禍における物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負
担を軽減する。
②私立保育所等における第３子の保育園給食経費の賄
材料費
③公立保育所等に通う1号認定子どものうち，小学校3年
生までの範囲内に子どもが３人以上いる家庭の3番目以
降の児童

R5.4 R6.3  7,254,825  7,254,825 

私立保育施設16施設1,837人（延べ人数）　
7,254,825円

多子世帯に対し第3子の給食費を支援することでコ
ロナ禍における物価高騰の影響を受ける子育て世
帯の負担が軽減された。

13
鹿嶋市医療施設等物価
高騰等対策支援事業

保健センター

①コロナ禍での各医療機関における電気代やガス代等の
物価高騰に伴う増額分について支援を行うことにより，安
定的な医療提供体制の維持を図る。
②各医療機関に対する支援金
③市内，診療所（歯科含む）及び病院（いずれも公立は
含まない）

R6.1 R6.3  12,000,000  12,000,000 

診療所（無床）　100千円×19箇所
診療所（有床）　500千円×4箇所
診療所（歯科）　100千円×26箇所
病院（200床以上）　1,600千円×2箇所
病院（100床以上200床未満）　1,300千円×1箇
所
病院（100床未満）　1,000千円×1箇所

物価高騰の影響を受けている医療施設を支援す
ることで安定的な医療体制の維持が図られた。

14
障害者施設等物価高騰
対策支援事業

生活福祉課

①コロナ禍における原油価格や電気・ガス料金等の物価
の高騰による影響を受けた障害者施設等に対し負担の軽
減を図るため，支援金を支給するもの。
②各事業所における需用費（光熱水費・燃料費など）
③障害サービスに係る入所・通所・訪問系等（59事業所）
　※いずれも公立は含まない

R6.1 R6.3  8,430,000  8,430,000 

施設入所　　　450千円×2＝900千円
共同生活援助　250千円×9＝2,250千円
その他　　　　　110千円×48＝5,280千円

事業所に対し支援金を支給することで、施設等に
おける障害サービスの継続性が確保された
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15
高齢者施設等物価高騰
対策支援事業

介護長寿課

①コロナ禍における物価高騰等による影響を受けている
高齢者施設に対して，負担増となっている経費に対する
補填を行うことで，安定したサービス提供を実施すること
ができる。
②燃料，電気，ガス，食料費等の高騰による影響分の補
填として，高齢者施設等に交付する支援金
③入所系
　・広域特養・老健（うち指定管理施設1）
　・地域密着型特養・軽費・有料老人ホーム
　・GH・小規模多機能
　通所系
　・通所介護・老人福祉センター（うち指定管理施設2）
　・通所リハ
　訪問系
　・訪問介護・訪問看護・定期巡回・訪問入浴・居宅介護
支援
　※公立のうち，直営施設は含まない
　※公立のうち，指定管理施設は含まれるが，これらの物
価高騰等の増額分は受託者負担としている

R6.1 R6.3  10,960,000  10,960,000 

入所系
　・広域特養・老健（うち指定管理施設1）
　　　600千円×7カ所＝4,200千円
　・地域密着型特養・軽費・有料老人ホーム
　　　300千円×9カ所＝2,700千円
　・GH・小規模多機能
　　　150千円×6カ所＝900千円
通所系
　・通所介護・老人福祉センター（うち指定管理施
設2）
　　　150千円×14カ所＝2,100千円
　・通所リハ
　　　200千円×2カ所＝400千円
訪問系
　・訪問介護・訪問看護・定期巡回・訪問入浴・居
宅介護支援
　　　30千円×22カ所＝660千円

物価高騰等による影響を受けている高齢者施設に
対して、負担増となっている経費に対する補填を行
うことで、安定したサービス提供を実施することがで
きた。

16
民間保育施設光熱費支
援金

幼児教育課

①光熱費の増額分を補填することで，コロナ禍における物
価高騰の影響を受ける民間保育所等の事業者を支援す
る。
②コロナ禍前・後に民間保育所等が支払った，光熱費等
の増額補填分として，保育所等に対する補助金
③１号及び２・３号認定子どもが通う民間保育所等

R5.4 R6.3  -  - 

実績なし －

17
電力価格高騰に伴う揚排
水機場運転経費支援事
業

農林水産課

①コロナ禍における原油高騰に伴う電力価格高騰により，
負担が増大している土地改良区の農事用電気料金に対
し支援を行うことで，農業生産基盤の安定と耕作者への
費用負担増の抑制を図る。
②土地改良区が管理する揚排水機場に係る電気料金に
対する補助
③市内土地改良区（大野地区・鹿島湖岸北部・鹿島湖
岸南部・鰐川）

R5.4 R6.3  -  - 

実績なし －

18
下水道事業電気料金・資
材価格等高騰分補助

下水道課

①コロナ禍における電気料金をはじめとしたエネルギー価
格の高騰を受けて，公共施設の光熱水費等の増加や，
資材価格等が高騰している。この高騰分に充当すること
で，安定的な市民サービスを提供する。
②下水処理に係る電気料金及び工事に係る資材，人件
費等の高騰分
③鹿嶋市下水道事業

R5.4 R6.3  10,000,000  -  10,000,000 

臨時交付金の充当なし －

19
公共施設のエネルギー価

格の高騰対応費
財政課

①コロナ禍における電気料金をはじめとしたエネルギー価
格の高騰を受けて，公共施設の光熱費等が増加してい
る。この高騰分に充当することで，安定的な市民サービス
を提供する。
②市民が利用する公共施設の光熱水費等のエネルギー
価格の高騰分
③市民が利用する公共施設

R5.4 R6.3  16,100,115  1,493,175  14,606,940 

16,100,115円
　(1)斎苑電気料：（R5実績）4,901,385－（R3実
績）4,209,146＝692,239円
　　 斎苑燃料費：（R5実績）9,601,600－（R3実
績）7,805,600＝1,796,000千円
　(2)図書館電気料：（R5実績）2,061,132－（R3実
績）1,898,466＝162,666円
　(3)公民館電気料：（R5実績）7,616,288－（R3実
績）6,133,874＝1,482,414千円
　(4)保育所電気料：（R5実績）2,699,458ー（R3実
績）1,948,414＝751,044円
　(5)小中学校電気料：（R5実績）46,318,198－
（R3実績）35,102,446＝11,215,752円

市民が利用する公共施設の光熱水費等のエネル
ギー価格の高騰分に交付金を充当することで，施
設利用者の負担を増やすことなく，安定的な市民
サービスの提供をすることができた。
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総事業費 臨時交付金
充当額

国庫補助額 その他
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令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施状況

Ｎｏ 交付対象事業の名称 所管課

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③事業の対象（交付対象者，対象施設等）

事業

始期

事業

終期
事業の実績 効果の検証・評価

20
教育支援体制整備事業
費交付金

幼児教育課

①新型コロナウイルス感染症対応等のためのマスクや消
毒液などの消耗品の購入。
②マスクや消毒液などを配布する消耗品購入経費に充
当。
③公立幼稚園4施設

R5.4 R6.3  199,288  80,000  99,000  20,288 

公立幼稚園4施設　199,288円（PVC手袋，ペー
パータオル等）

幼児教育施設に対して必要な感染症対策を実施
するための消耗品を支給することにより，感染症の
感染防止が図られた。

21 保育対策事業費補助金 幼児教育課

①職員が感染症対策を図りながら保育を継続実施するた
めに必要な経費やゴム手袋や消毒液などの新型コロナ
ウィルスの影響が出た際の消毒に係る費用を補助する。
②職員が感染症対策を図りながら保育を継続実施するた
めに必要な経費やゴム手袋や消毒液などの新型コロナ
ウィルスの影響が出た際の消毒に係る費用購入経費に充
当。
③保育所，認定こども園，地域型保育事業所

R5.4 R6.3  1,277,313  216,000  634,000  427,313 

①公立保育施設4施設　329,313円（ペーパータ
オル，アルコール消毒液等）
②私立保育施設7施設　948,000円（需用費，委
託費）

保育施設に対して必要な感染症対策を実施する
ための必要品を支給することにより，感染症の感染
防止が図られた。

22
水道事業資材価格等高
騰分補助

財政課

①コロナ禍における物価高騰の影響を受け，資材価格等
も高騰している。この高騰分に充当することで，安定的な
市民サービスを提供する。
②工事費に係る資材，人件費等の高騰分
③鹿嶋市水道事業

R5.4 R6.3  10,000,000  10,000,000 

臨時交付金の充当なし －

23
鹿嶋市医師確保支援補
助金

保健センター

①コロナ禍における医療を取り巻く環境の変化や物価等
の高騰により，医療機関での医師確保が難しくなってきて
いる。医師確保に取り組む医療機関を支援することで，地
域医療の維持・向上を図る。
②医師確保に係る補助金
③医師確保を行った医療機関

R5.4 R6.3  24,000,000  24,000,000 

臨時交付金の充当なし －


